
交付対象について

1 支援金の交付対象は？

令和７年４月１日時点で岐阜県内で開設している病院、診療所、助産所、施術所及び歯科技工
所が対象になります。
（※令和７年４月１日から令和８年３月３１日までに休止又は廃止予定の施設は対象となりま
せん。）
また、開設者が県や市町村の場合も対象となります。
ただし、病院及び診療所については保険医療機関の指定を受けているものに限り、施術所につ
いては令和７年４月１日から申請の日までの間に県内で保険施術を行った施術所に限ります。

2
休止中の施設は交付の対象に含まれ
るか？

令和７年４月１日時点で休止中の施設は対象となりません。

3
今後、開設予定の施設は交付の対象
となるか？

令和７年度中に開設する施設であっても令和７年４月１日時点で開設していないものは対象と
なりません。

4
開設者が県外事業者でも交付の対象
となるか？

施設の所在地が岐阜県内であれば対象となります。

5
自宅兼事業所の場合も対象になるの
か。

対象になります。

6

同様の趣旨の給付金を他団体(国、市
町村等）から受けている、又は受け
る予定があるが、この支援金を受け
取ることはできるか？

他団体からの同様の趣旨の給付金の受給（予定を含む）の有無に関わらず、この支援金を受け
取ることが可能です。ただし、本支援金を受け取った場合に他団体の給付金を受けることがで
きるか否かは、他団体の給付金の支給要件をご確認ください。

7
(施術所)

療養費の受領委任に対応していない
が交付の対象となるか

受領委任や償還払いを問わず、令和７年４月１日から申請の日までの間に県内で保険の対象と
なる施術を行った場合は、交付の対象となります。

交付額について

1 支援金の交付額は？

〇病院・「令和７年４月１日時点で３床以上の有床診療所」
　３２，０００円×許可病床数（令和７年４月１日時点）
＋７，２００円×許可病床数（令和７年１０月１日時点）
〇「令和７年４月１日時点で３床未満の有床診療所」・無床診療所・歯科診療所・助産所
　１施設当たり一律１０４，０００円
〇施術所・歯科技工所
　１施設当たり一律７０，０００円

2
(病院・
診療所)

休床分も交付対象か？申請時点で休
床でも今後稼働する場合は？

交付額の算定には許可病床数を使用することとしているため、休床分も交付の対象となりま
す。

申請について

1 申請方法は？

原則オンライン申請フォームによる申請してください。オンライン申請フォームで申請ができ
ない場合に限り、郵送により申請してください。
※郵送の場合は、簡易書留等、追跡可能な方法としてください。なお、申請書の持参による申
請はご遠慮ください。

2 申請様式の入手方法は？
以下の県ホームページ又は支援金特設WEBサイトから様式をダウンロードしてください。
県ホームページ：https://www.pref.gifu.lg.jp/page/313809.html
支援金特設WEBサイト：https://jimukyoku-site.jp/gifu/bukkakoutoutaisakushien/hokeniryo

3 申請の受付期間はいつまでか？
申請の受付期間は、令和８年１月５日から令和８年２月２日（消印有効）までとします。
ただし、多数の申請が予想されるため、可能な限り早めの申請にご協力をお願いします。

4
申請書兼請求書をファックスや電子
メールで提出してもよいか？

多量の申請を短期間で処理する必要があることと情報セキュリティの観点からオンライン申請
フォームからの申請又は郵送による申請のみ受け付けます。

5 申請書兼請求書に押印は必要か？ 申請書兼請求書に押印は不要です。

6
申請者と受取口座の口座名義人が異
なってもいいか？

受取口座の口座名義人は申請者と同一としてください。異なる場合は委任状を添付してくださ
い。

7
口座の写しが様式の貼付けスペース
におさまらないので、別の紙に張り
付けてよいか？

振込先確認書（別紙３）とは別のA4サイズの紙に貼付けや印刷いただいて結構です。
振込先確認書と口座の写しを以って内容の突合を行いますので、印刷が不鮮明な場合など確認
できない場合、再度、ご提出いただくことがあります。

8
インターネットバンキングを利用し
ており、通帳の写しを提出すること
ができないがどうしたらよいか？

口座名義及び口座番号が確認できる画面のコピーや画像を提出してください。

9
(病院・
診療所）

指定管理者が管理する施設の場合、
指定管理者が申請者となってもよい
か？

10
(施術所)

開設者である法人の代表者ではな
く、開設した施設の施設長が申請者
となってよいか？

11 委任状に押印は必要か？ 委任者と受任者の押印が必要です。

12
(病院・
診療所)

医科と歯科を重複して申請すること
は可能か？

同一の施設内に医科と歯科がある場合は、いずれか一方が交付の対象です。
ただし、同じ建物内に開設許可が別の医科診療施設と歯科診療施設がある場合は、それぞれの
施設ごとに申請することが可能です。

13

開設者が岐阜県内で複数の施設を開
設している場合、施設ごとの申請に
なるのか、開設者ごとの申請になる
のか？

岐阜県内に複数の対象施設を有している場合、原則として対象となる施設を取りまとめ、一括
して申請してください。

岐阜県医療機関等物価高騰対策支援金交付申請に関するＱ＆Ａ

申請書兼請求書に開設者からの委任状を添付してください。
委任状の参考例を県ホームページ又及び支援金特設WEBサイトに掲載しております。
県ホームページ：https://www.pref.gifu.lg.jp/page/313809.html
支援金特設WEBサイト：https://jimukyoku-site.jp/gifu/bukkakoutoutaisakushien/hokeniryo



14
同じ建物内に複数の種別の施設等が
ある場合、岐阜県の他の物価高騰対
策支援金も申請することは可能か？

同じ建物内で、複数の種別の施設等を運営している場合は、各種別ごと（医療機関等、薬局、
高齢者施設等）に県の支援金を申請することが可能です。
ただし、対象となる施設については、それぞれの種別ごとの支援金交付要綱に定められていま
すのでご確認ください。

15
同じ建物内に複数の種別の施設等が
ある場合、申請はまとめて行なわな
ければならないか。

「医療機関等」「薬局」「高齢者施設等」の各種別ごとに別々に申請書兼請求書を作成してく
ださい。提出時期は同時でなくても構いません。
申請単位が「医療機関等」と他のもので異なりますので、それぞれの種別ごとの支援金交付要
綱をご確認ください。

16

１つの法人が複数の種別の施設等を
運営している場合、岐阜県の他の物
価高騰対策支援金も申請することは
可能か？

１つの法人が複数の種別の施設等を運営している場合は、各種別ごと（医療機関等、薬局、高
齢者施設等）に県の支援金を申請することが可能です。
ただし、対象となる施設については、それぞれの種別ごとの支援金交付要綱に定められていま
すのでご確認ください。

17
１つの法人が複数の種別の施設等を
運営している場合、申請はまとめて
行なわなければならないか。

「医療機関等」「薬局」「高齢者施設等」の各種別ごとに別々に申請書兼請求書を作成してく
ださい。提出時期は同時でなくても構いません。
申請単位が「医療機関等」と他のもので異なりますので、それぞれの種別ごとの支援金交付要
綱をご確認ください。

18
請求書発行責任者は誰を記載すれば
よいのか

原則、申請書兼請求書の（３）代表者氏名に記載された方が請求書発行責任者となりますが、
別に責任者がいる場合には、個別に記載してください。

19
(施術所)

施設とは別に出張専門の施術所の開
設を届け出ている場合は重複して申
請してもよいか。

どちらか一方で申請してください。

20
(施術所)

あはきと柔整を重複して申請するこ
とは可能か？

【開設者が同一の場合】
同一の建物内に両施設がある場合は、いずれか一方を交付の対象とします。
ただし、同じ住所内の施設がそれぞれ別の建物内にある場合は、それぞれの施設ごとに申請す
ることが可能です。
【開設者が異なる場合】
施術所を共用していなければ同一住所でも申請は可能です。施術室を共用している場合は、ど
ちらか一方のみ申請することが可能です。
詳しくは参考資料をご確認ください。

交付、返還について

1 支援金の交付はいつ頃になるか？ 令和８年３月末までに指定いただいた口座に振込予定です。

2
支援金の交付が決定した旨の通知は
届くか？

交付が決定した旨の通知は行いません。申請内容に不備がないことを確認後、口座に振込を行
います。

3 不交付となることはあるか？
交付要綱に規定する要件を満たさない場合のほか、申請書類不備があった際に期日（担当者か
ら別途お伝えします。）までに修正依頼に応じない場合や、受付期間を過ぎてから申請された
場合等は不交付となります。

4
施設が休止（又は廃止）してしまう
が、支援金は返還しなくてはならな
いのか？

令和７年４月１日から令和８年３月３１日までに施設が廃止又は休止した（ことが判明した）
場合は、支援金を返還していただくことがあります。
申請した施設が上記期間内に廃止又は休止（予定を含む。）する場合は、県へご連絡くださ
い。

その他

1 支援金の用途制限はあるか？ 支援金は物価高騰分に活用されることを想定していますが、特段の用途制限はありません。

2
申請書類が到着したかや審査状況等
を確認したいのですが、どうしたら
よいですか。

オンライン申請フォームで申請いただいた場合は、申請フォームにて審査状況を確認すること
ができますので、そちらをご確認ください。
郵送で申請いただいた場合は、到着したかどうかは簡易書留等の追跡手段にてご確認くださ
い。審査の過程で、確認や補正をお願いする場合は、事務局から連絡いたします。
いずれの場合も、多数の申請が予想されることから、事務局への確認はお控えください。

3 実績の報告は必要か？ 当支援金に係る実績の報告は不要です。

4
(施術所)

保険施術を行ったことの証明は必要
か？

保険の対象となる施術(療養費)の証明は不要です。
誓約書に署名をしてください。

5

過去に県への口座登録（債権者登
録）を行ってあるが、あらためて
「振込先確認書（別紙3）」を提出す
る必要があるのか。

県への口座登録（債権者登録）の有無に関わらず、「振込先確認書（別紙３）」を提出してく
ださい。

6
交付申請を取り下げたい場合はどう
すればよいか。

書面（任意様式）により届け出ていただくことで取下げ可能です。
必要な記載事項は、文書の日付、文書の宛先名（岐阜県知事のこと）、文書の発出者の情報
（申請書兼請求書と同じ「法人名（施設名）」、「代表者氏名（開設者氏名）」、「住
所」）、申請を取り下げる旨についてです。
参考例をホームページに掲載していますのでご確認ください。

7

交付申請取下げの参考例において、
申請書兼請求書申請書の日付を記入
するようになっているが、わからな
い場合はどうすればよいか？

申請書兼請求書の日付が不明な場合は省略して構いません。



令和８年２月２日を過ぎてから書類
の訂正が必要なことが判明した場
合、支給対象となるのか？

令和８年２月２日（消印有効）で一旦書類が提出されれば、その後、委託業者又は県からの訂
正依頼に期限までに応じていただけば支給対象となります。

訂正書類の提出もメール不可なの
か？

訂正方法は担当者の指示に従ってください。

なぜ４月１日から３月３１日までの
間に廃止・休止予定だと対象外なの
か。

この支援金は、継続的な経営に資することを目的とし、令和７年４月１日を基準日とし、その
後も休廃止せずに継続している事業者を支援するものです。
県では医療機関のみならず、異なる種別の事業者を大量に支援するため、一定の基準を設けざ
るを得ず、休止期間の長短や個別事情等の考慮が困難なため、ご理解のほどお願いします。

（施術所）
なぜ保険施術を行った施術所のみを
対象とするのか？

療養費は国の定める公的価格であり、保険施術を行う施術所は、物価高騰の負担増を自由に療
養費へ転嫁することができない、という制度的な制約を受けているため、保険施術を行った施
術所を対象にしています。

（病院・診療所）
病院及び診療所は、なぜ保険医療機
関のみを対象とするのか？

保険医療機関は国の定める公的価格である診療報酬を主な収入としていることから、物価高騰
の負担増を診療報酬へ自由に転嫁することができないため、病院及び診療所にあっては保険医
療機関を対象としています。

（助産所）
なぜ保険医療機関でない助産所が対
象となるのか？

助産所については、医療法に基づいて開設される施設であり、政策医療である周産期医療の提
供体制の維持が重要施策であることから交付対象としました。

（歯科技工所）
なぜ保険医療機関でない歯科技工所
が対象となるのか？

発注者である歯科診療所における報酬は公的価格であることから、歯科診療所から歯科技工所
への発注金額は公的価格の制限を受けざるを得ないことなどを踏まえ、支援対象としていま
す。

光熱費の支給額の決定理由は？
全国調査のR3-R4高騰額をベースに、令和３年から令和７までの物価上昇率を考慮した金額と
なっています。

食材費を7,200円とした理由は？

高齢者・障害者施設の食材費単価（１日１００円）から報酬改定分（１日６０円）を除いた単
価となっています。
　　　　　１日１００円　－（２０円×３食）　　　 →　　１日４０円
　　　　　　　　４０円　×　　１８０日（6ヵ月）　→　７，２００円

光熱費の支援と食材費の支援で期間
が異なっているのはなぜか。

○光熱費は、令和７年４月以降も光熱費の消費者物価指数が上昇している一方、令和６年６月
や令和７年４月の診療報酬改定において、光熱費の上昇分が考慮されていないことを踏まえ、
令和７年４月から１２ヶ月分を対象としました。
○食材費についても、令和７年４月以降の食料費の消費者物価指数は上昇しているものの、令
和７年４月の診療報酬の期中改定において、食事基準額が２０円引き上げられたことを踏ま
え、令和７年４月から９月までは一定程度の診療報酬により措置されているものとして、令和
７年１０月以降の６ヶ月分を支援対象とすることとなりました。

Ｑ＆Ａ　において返還を求めない場
合はどのようなことが考えられる
か？

不可抗力（維持に努めたものの）によるものが考えられます。
具体的には、死亡、傷病、事故等及び災害等を想定しています。
【各事例の考え方】
施設の開設者が死亡又は予期せぬ傷病により、施設の運営が維持できなくなったとき。また従
事者が死亡又は予期せぬ傷病をし、施設の人員配置基準等を満たせなくなり、施設の運営が維
持できなくなったとき。
開設者自身や施設が所在する建物等が事故等及び災害等により、施設の運営が維持できなく
なったとき。また従事者が事故等及び災害等により、施設の人員配置基準等を満たせなくな
り、施設の運営が維持できなくなったとき。

委託業者
手持ち用


